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静岡県立小笠高等学校戸塚忠治
はじめに
高校教育改革の中心的存在として登場した総合学科は本年度全国で74校になる。本校は平成7年
度、農業高校より総合学科に移行し今年で3年目いわゆる完成年度を迎えた。 9つの系列を有し、
「多様な選択科目の用意j、「ガイダンス機能の充実Jに加え、単位指j、二期制、空き時間を認める
個々の時間割、生徒20人に対する学級担任制、 1B 1回の昼のショートホームルーム、出席・成績
等のコンピュータ管理や定員の50%の推薦入試-面接における自己表現・学力検査の 3教科を選抜
資料として採用する入試方法など本校独自の特色がある。また、海外を含めた 6コースより希望の
コースを選択する修学旅行や保護者対象の公開授業、進路開拓を自的とした企業対象の学校説明会、
地域連携事業の lつとしての公開講座など新たな企画を用意してきた。
ここでは改革3年目を迎えた本校の現状と当面する課題を報告する。
2 本校の現状
(1) 生徒の実態
まず、大きな変化は生徒の諸々の活動に活気が出てきたことである。その一番の原動力は部活動
であり、吹奏楽部や演劇部、自然科学部、美術部、情報技術部のコンクールや研究発表での成果、
陸上部のインターハイ出場、バレーボール部の県大会上位進出、テニス部、サッカ一部、バドミン
トン部の県大会出場など、この2年間の活躍には自を見張るものがある 1)。さらに語学や美術に強
い関心を持ちそれを伸ばし進路に生かそうとしている生徒、英語検定や情報処理関係を中心に資格
取得で実績を重ねている生徒など前向きな取り組みをしている生徒が増えてきた。
次に生徒の学力差が大きいことが挙げられる。これは開設当初から予想されたことであるが、前
身の農業高校のイメージが払拭できないためか入学者の学力はピラミッド型の分布であり、多様な
学力に対する教科指導は困難が多い。また、個々に異なる時間割は友人間で教科に関する共通な話
題が持ちにくく学習習慣の定着が図りにくい状況を作り出している。
三番目は学校生活に目標が見出せない生徒の存在である。これらの生徒の中には中学時代より不
登校の生徒や、人間関係がうまく築けず休みがちな生徒がいる。また、はなから教科に対する興味
や関心は低く績極的な科目の選択ができなかったり、安易で、つまみ食い的な科自選択をする生徒も
いる。このため怠業が多くすでに卒業に必要な単位を 3年間で修得できない生徒もいる。
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(2) 入学者の意識一生徒アンケートより一
3ヵ年継続して新入生に行なったアンケート結果より、特徴的なもの、変化の顕著な項目を挙げ
てみる。
「本校を第 l志望jとした生徒は平成8年が81.6%で一番多く、平成9年には76.9%と若干減少し
ている。「本校を選んだ理由jは「総合学科の内容にひかれてJが平成 7年63.9%から平成 9年
47.0%と減少しており、逆に「自分の学力を考えて」が16.5%から26.4%と増加している。また、
「通学に便利だから」、「部活動が活発だからjも増加傾向にある。中学校の調査書の点数では平成
8年度が上位者が一番多く分布も広い。平成 9年度は男女共学とした隣接する女子高校の人気が高
まり、本校への志願者は男子が大きく減少し、学力でも上位者が減り分布も狭まっている。総合学
科になり JRの釈で以前より 2駅ほど遠距離の生徒が増えてきたが、多くの生徒が通学している地
域は変っていない。本校の総合学科開設時に前述の女子高校も含めて周辺の高校ではいわゆる“地
盤沈下"を起こしたが、本年度、女子高校が男女共学という改革策を打ち出したことによってまた
生徒の流れが変り、狭い地域で生徒の奪い合いをしている実態がある。調査書の点数や塾の模試の
偏差値という学力による本校の位置付けが明確になり、早くも!日来の高校序列に組込まれる傾向が
見られる。
「入学前に総合学科の特色を理解していたかjについては「よく理解していたj、「まあまあ理解
していたJが各年度とも 7割を超えている。「入学前に持っていた総合学科のイメージjについて
「非常に良かったJ、「まあまあ良かったjが各年度とも 9割程度あるが、「現在の総合学科のイメー
ジjについては「あまり良くないJ、「良くないJが年度を経るにしたがい43.3%、40.2%、27.6%
と減少しているものの、平成7、8年度については4割の生徒が「期待外れであったjとしている。
その理由として「入学する前に持っていたイメージと、実際に入学してみて違っていることjでは、
平成7年度「学校の施設j、「学習する科自の選択の仕方」、「校則や服装の規定jの順に、平成8、
9年度では「学習する科目の選択の仕方j、「授業内容や方法jの}I真に挙げている。平成 7年度では
商業や工業の実習施設や芸術教室がなかったこと、"おしゃれも学習のひとつ"をパンフレ y トに
語いながら農業高校生との兼合いの中で服装や頭髪の指導をしてきたことが入学生の不満として挙
ってきていると思われる。授業内容や方法に対する期待外れは、中学時のホームルーム単位の一斉
授業から、習熟度別編成や少人数の授業集団、教室移動などによるとまどいとともに本校の指導方
法が小集団・選択制に対応していないことによると思われ、授業の改善が早急の課題である。科自
の選択に対ーする期待外れは選択の方法の複雑さと科目の組合せにより希望する科目が必ずしも選択
できないことによるとも患われる。
(3) 教員の改革意識
農業高校時代の2∞名から320名への定員増及び総合学科に対する加配で本年度、校長、教頭、教
諭の合計は69名であり、事務職員、実習助手、講師も含めれば125名の大所帯である。 69名中、平
成6年度以前に赴任した教員は17名、開設時の平成 7年度は22名、平成8年度16名、平成9年度14
名であり、平成7年度以降は講師まで含めて毎年30名以上が異動している。この中、総合学科は科
目選択の仕組みの改革のみならず、高校序列に組込まれない高校をめざすことや生徒指導の方法な
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ども変えていこうという立場と総合学科の新しいシステムにおける現状の問題解決の方途を従来の
高校が採ってきた指導方法に求めようとする立場など職員の改革意識や意欲に格差がある。また、
年度途中では教科指導や生活面での現状分析を行なっているが問題点が浮き彫りになるだけで常に
議論は平行線をたどり、どの場面で何を改善・指導していくのかあいまいなままで終わっている。
各教員に教科指導や生徒指導、部活動などそれぞれの分野で実績を挙げてきた自負があるだけに一
致点を見つけることに困難さを感じる。
(4 ) 進路開拓と進路結果
総合学科の評価は何で決まるのだろう。卒業生の10年後、 20年後の生きざまや社会的な貢献度な
のか、現在を生き生きと過ごし高校生活を楽しむことなのか、卒業後の進路なのか。いずれも大切
であるが地元中学校や地域の現在の関心事は第一期生の卒業後の進路である。
3年次生の進路希望は大学58名、短大17名、専門学校115名、就職101名、未定19名 (4月調査)
であり、大学進学では農業高校時代の実績がないため、就職では新たな業種の開拓や地域的な拡大
を図るため以下のような取り組みを行なった。平成8年12月、県内の大学-短大を招き、↑間別面談
の7f~で学部、学科の説明を行なった。平成 9 年 2 月、地域の企業約40社を招き本校の特色の説明、
施設の見学を行ない本校生の受入れをお願いした。 3月、生徒の希望する全国の大学・短大52校を
訪問した口 5、6月、昨年まで求人のなかった企業を中心に訪問し求人票の依頼をした。 7月、県
内の大学・短大、専門学校を招き個別面談を行なった。
大学訪問では入試の多様化に関して大学の努力を感じ、幾つかの大学から優遇措置をもらうに至
った。総合学科は多様な学力の生徒の存在で従来の受験学力がつけにくい環境にあり、入試の多様
化は歓迎するところである。この 3月卒業の第一期生の進路結果は、大学41、短大21、短期大学校
を含めた専門学校119、就職111、自宅浪人、フリーターを含めた無業12である。進路開拓における
努力や進路指導の成果を何とか表すことができたと感じている。
(5) 校務分掌組織の改善
教務課より平成 7年度に情報管理課を、平成9年震に学習ガイダンス部を独立させた。
ワークステーションの導入にともない、年度初めには住所、保護者名などの生徒の情報、担当教
科・科白など教員の情報、科目担当者、使用教室など各生徒の時間舗を登録しデータベースを構築
している。また、授業の出滞状況、定期試験の点数、学期末の評価など成績の一括管理は選択制に
おいては不可欠になってくる。情報管理課はこうした各種データの管理や帳票の印樹、機械のメン
テナンスを行なっている。
学習ガイダンス部は時間割の編成、進路希望や系列をふまえた科目選択に関するホームルーム担
任への指導・助言、また提出された登録用紙の内容のチェックや生徒への直接の指導を主な仕事と
している。これらは平成8年度までは教務課が担任を指導して行なってきたが、系列色を強めつま
み喰い的な選択を認めないよう、また、それを可能にする科目の配置を行なう専門的な分掌として
独立させた。
また、不登校や人間関係における様々な悩みを持った生徒に対花、するため、生徒栢談室も設遺した。
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3 改革における課題
(1) 怠業・履修放棄
現在のワークステーションの出欠管理システムでは毎日の生徒の出席状況が即座に把握できず、
遅刻や怠業に対して時を得た指導ができない。また、卒業条件が80単位以上の修得であるため、多
めの科巨登録をし途中で履修放棄する生徒もいる。しかし、いやなことは避けて通ることやおもし
ろくなければ辞めてしまうことを認めることが教育であるはずがなく、;吉、業や履修放棄を生徒の責
任と放っておくことはできない。現在、科自担当者からの家庭連絡を徹底するとともに、学期途中
の履修審査会で職員全員が出席不良の生徒を把握し改善を促している。;告、業・履修放棄をいかにな
くすかは総合学科の成否に関わる大きな課題である。
(2) 大きすぎる教員の負担
本年度、 22教科132科目を開設しており、教員一人当たりの担当する科目数は他校と比べてずい
ぶん多くへまた時間割編成上各教員が専門とする科呂を必ずしも担当できないこともあり、教材
研究における教員の負担はかなり大きい。時間割編成の労力の大きさも含め「多様な選択科目jは
将来的に教員には認められない仕組みになってしまう可能性がある。科目選択の自由度の高さ・小
集団の授業展開、すなわち「多様化・個性化Jと開設科目の精選・授業集団の統合すなわち「画
一-効率」との接点をどこに見つけるかは重要な検討課題である。
(3) i産業社会と人間jに関わる課題
進路意識の高揚や科目選択の鍵となる「産業社会と人間jは、平成 7年度は 2単位前期集中で、
平成8年度からは通年 2単位で実施し、原則として司 R担任が担当し、実習時にはティームティー
チングで行なっている。また、平成9年度からは本校の教員が編集に関わった教科書を採用してい
る。
「産業社会と人間Jに関わる第一の課題は「産業社会と人間」で学んだ内容をいかに 2、3年次
の進路指導に繋げ、進路実現に生かしていくかである。その進路指導の場としてどのような機会を
設定するか、課題発見・解決など生徒が主体的に取り組める学習形態をどのように構築するか、現
在、担当の委員会で検討ー中である。
第二の課題は例えば「産業の発展と社会の変化jなどの単元で「産業社会と人間Jと科目「現代
社会jの指導内容が重複することである。総合学科では学習指導要領に定める必修科目に加えて
「産業社会と人間j、「情報に関する基礎科目j、「課題研究jを原財履修科目としている。学習指導
要領における「現代社会jを含む公民分野では 4単位が必修である。一部単位を「産業社会と人間j
に置き換えるような学習指導要領の弾力的運用が望まれる九
(4 ) 施設・設備、入試の改善等
巨費を投じた商業、工業の実習棟、普通教室棟であるが、!日来通りの教室の大きさ、廊下の幅で
小集団の授業や大人数の講演、生徒の移動に対応、していないこと、空き時間の生徒の居場所がない
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ことが挙げられる。総合学科にはムダなスペースは必要であり、今後、学校建築の規格の柔軟化が
望まれる。また、図書室の施設や蔵書の整備や充実は、生徒が自ら調べ、学ぶなど学習方法の改善
の上でも不可欠である。
入試に関しては、学力検査で5教科中点数の高い3教科を選抜資料に採用する現在の方法に対し、
主体性に欠けるとの批判がある。 5教科を資料とし自己申告により得意な科自は傾斜配点するなど
の改善が望まれる。
さらに単位指Ijにおける規則の整備ができていないことも挙げ、られる。 3年間在籍だけする生徒が
いる、また、今後計画的に 4年間、 5年間で卒業を目指す生徒も出てくることも考えられる。これ
らの生徒に対して在籍の条件や年数を設ける必要がある。自標の設定できない生徒に進路変更を勧
め、何年か後、学習の必要性を感じたときに復校できる制度の確立を望む声もある。また、空き時
間は学校での拘束の時間なのかという管理上の判断もできていない。このように学校だけでは決定
できない規則もあり、現在、県教育委員会へ判断を仰いでいる。
4 おわりに
改革の成果を総合学科の特色である「多様な選択科目」と「ガイダンス機能Jについてまとめれ
ば、「多様な科目Jは意欲的に学んでいる生徒の様々な能力を引き出し、より深い知識・高度な技
術の修得、そしてさらに強い興味付けを促している。一方、「産業社会と人間jを中心とする「ガ
イダンス機能jの成果は現時点では明確になっていないが、今後、改善が進めばその成果は必ず現
れると確信している。「産業社会と人間」検討委員会、新設された学習ガイダンス部への期待は大
きい。
様々な改革を試み、抱える課題も多いが、改革を推進し課題解決に当たるのは教員である。現在、
本校で最も必要なのは教員の意識を束ね、意欲を高める強力な推進組織である。そこでは、戦後高
校教育の反省、現在の高校教育改革の流れに沿って本校独自の改革の屋台骨を明確にするとともに、
職員の異動によりそれが薄れないよう 3~ 5年の中長期的視野に立って呂標を設定し計画を策定し
ていかなければならない。
今後開設する総合学科について昨年4つの提案をした 4)0 1つ自は設置地域は都市部が望ましい
こと、 2つ自は先駆的な総合学科は新設もしくは全面改築で設置すること、 3つ自は職業経験を経
た後、復校を可能にすること、 4つ自は総合学科が高校教育改革の情報を地域に発信し、教育に関
し広く地域住民の関心を喚起していくこと、であった。この考えは今も変っていない。加えて現在
は、どの地域においても総合学科が中学生の選択肢に入るよう、また、教員の勤務校としても認め
られるようその数を増やし高校としての“市民権"を得ることであろう。そのため、例えば普通
科-専門学科併置校での学科の枠を取り払ったモデルや普通科高校における小規模な施設改修で行
うモデルなどを模索してく必要がある。
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[註]
1 )総合選択制高校の成功の理由は進学実績と部活動の実績で、あるとの報告(小)1洋「総合選択制
高校と高校教育の変動j菊池栄治編 f高校教育改革の総合的研究j多賀出版、 1997、pp3-24)
の通り、本校においてもその重要性を痛感する。県も部活動の実績のある教員を配置しており、
本校卒業生に対するアンケートでもすでに部活動の評価は高い。
2 )筆者の調べた近隣の普通高校、専門高校との比較における本校の特徴は、普通教科の教員の担
当する科百数がかなり多いことである。
3 )二井正浩は「産業社会と人間jは従来の公民科・地理歴史科の変革をも射程に入れたものと捉
らえている(二井正浩印産業社会と人間jにおける社会認識と自己認識Jr社会系教科教育学
研究j第9号、1997、pp21-28)
4 )拙稿「小笠高校の現状と諜題Jr教育制度学研究j第4号、 1997、pp101-104
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